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れ 1)、翌 1868 年には五箇条の御誓文 2)によって新しい政治の方針が示さ
れた。明治新政府は、版籍奉還や廃藩置県 3)によって、天皇を中心とす



















































































































































































































































































































































































































































































































































府施策の基本方針に従って展開された。日本の近代郵便制度は 1871 年 4
月 20日に開始された。 
日本における近代郵便は、前島の構想に杉浦譲 4)の推進力が加わって
創始された。1870 年 5 月、前島が新式郵便創業を太政官に建議した。前
島は 1870 年 6 月に郵便制度調査のためイギリスに出張、翌年帰国後、駅


























あることを学んでおり、駅逓頭就任 12日後の 1971年（明治 4年）8月 29
日、郵便官営独占制と料金均一制を内容とする「郵便新律之伺」を大蔵
                                                        
















郵便は、1871 年 4 月のスタート時点でこそ東京・大阪間であったが、



























表 1.1 で示されるように、1859 年 7 月にイギリス、フランス、アメリ





初めて正式に設立された外国郵便局は、イギリスによって 1860 年 7 月 1
日、横浜に設けられたものである。イギリスの長崎領事館は 1859 年 6 月
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したのは 1868 年 1 月 1 日であり、兵庫領事館は 1 月 3 日設けられた。兵
庫局に対して抹消印と日付印が配給になったのは 1876 年 6 月以降である
（篠原、1982：40）ことから、兵庫の郵便係りから郵便局への昇格した
のは 1876年 6 月と考えられる。 
 横浜フランス局の正式開局は 1865 年 9 月 7 日と考えられる。実際の局


















表 1.2 在日外国郵便局の料金収納額表(単位：ドル) 
  横浜局 神戸局 長崎局 計 
米国 41,000 3,600 5,300 49,900 
英国 19,000 1,450 55 20,505 
仏国 16,000 17 65 16,082 
計 76,000 5,067 5,420 86,487 
出所：藪内（2000）、119頁。 






























































ランス在日局の郵便取扱数の漸減、さらに 1877 年 2 月 19 日の日本の万
国郵便連合加盟と、時代が大きく動いていた。 
1877 年 5 月、この新しい事態を背景に交渉が再開され、1878 年に入っ
て交渉は具体化した。まず、イギリスは日本のこのような事態を理解し、
日本の要請を受け入れた。両国は 7 月 27 日に合意に達し、イギリスの在
日郵便局の撤退が決まった。そして 1879 年 10 月 10 日撤退に関する条約
が調印された。これによって 1879 年末をもって横浜・兵庫・長崎のイギ
リス郵便局は閉鎖された（松本、1994：219）。 













このような経緯で、在日フランス郵便局は 1880 年 3 月末まで撤退する
ことになった。横浜局は最後まで業務を続けたが、長崎・兵庫の両局は
1879 年 11 月 30 日で閉局した。そして 1880 年 3 月 31 日をもって、フラ



























                                                        
7)  治外法権とは、一国の国内であってもその国の三権が完全には及ばず、外国の法に
よって治めることができるという特権である。日本では、1858年（安政 5年）6月 19





















































































































































































































































































水、台南、潮州、瓊州の 6 港と鎮江、漢口、九江、南京の 4 市）を認め































分、3分および 1分でそれぞれ 10 万枚だった（易、2004：7１）。 













































営業を始め、1922 年 12 月 31 日に閉鎖された（史志辦資料、
1896：4547 号公函）。日本書信館は 1876 年 5 月に日本の在中総
領事館内で、そして同時に煙台、天津、寧波、福州、鎮江、九
江、漢口にも上海局受取所を設け、1892 年から 1910 年の間に寧































































































































表 2.1 客郵統計 
 1870年 1897年 1906年 1913年 
イギリス 2 8 14 14 
フランス 1 2 14 13 
アメリカ 1 1 1 1 
ロシア 0 5 5 18 
ドイツ 0 2 14 12 
日本 0 7 17 129 




たものである。これを見ると、1870 年までにイギリス等の 6 カ国が中国






































































































































































































                                                        































1895 年 5 月 2 日、康有為は、当時科挙の試験のため北京にいた一千余
人の各省の挙人を糾合して、光緒帝に上書し、講話拒否、変法の主張を
提起した。これが即ち、中国近代史上有名な「公車上書」であり、維新
























































年 9 月 21 日、西太后のクーデターによりわずか 103 日で、失敗で終わっ
た。 
光緒帝については、蘇（1982）が明確に述べているように、一人の皇































































                                                        

















































                                                        
3) サミュエル・M・ブライアン（Bryan, Samuel Magill）：1872年（明治 5年）に来
日したお雇い外国人で、アメリカ人郵便事業家。アメリカ公使デ・ロングの紹介状を





















































1962）。1878 年 3 月 9 日にハートは公務でヨーロッパに行く前に、李鸿
章と相談し、海関税務司グスタフ・デットリング（Detring,Gustav von）
が天津を中心とし、北京、天津、煙台、営口、上海の五か所で郵便事業









































































1896年の 24か所から 44か所に、これに分局、代辦処を加えると 2803か
所となった。郵政里程、郵便配達員里程そして航路線を合わせて 20 万里
（10 万㎞）に、郵便物件数は 1 億 6831 万 7132 件に、小包郵便物は 192

































































































 Smith によると、1859 年中国海関に入ったハートは、かつて、列強間
協調を実現するための努力を自国の利益のためにはらったことを正直に































































































































































（Shanghai Stream Navigation Co.）であり、旗昌は中国汽船業を独
占し、年々莫大な利益を得た（鈴木、1990：11）。その後、他の資本主
義国家も相次いで通商貿易港に一連の汽船公司を設立した。もっとも有
名なのはイギリスの怡和洋行（Jardine、 Matheson & Co.）と太古洋
行（Messrs、 Butterfied Swire Co.）、ドイツの瑞吉洋行などであ
る。中国自身の運輸業は、列強と各国の輪船公司による締めつけがあり、
永らく発展することができなかった。国民の抗議と外国輪船公司に対す









































































































































































































































































































































































































































































































外交活動に関する史料「外務省記録」/3 門通商/6 類交通と通信/10 項郵




























表 4.1 中国 18 省における日本の客郵 











広州 郵便局 1906.12.15 1922.12.31 
 104 
蕪湖 受取所 1908.2.10 1922.12.31 
大冶 受取所 1903.4.1 ？ 



























沙市 郵便局 1896.11.1 1905.10.15 
蘇州 郵便局 1896.11.1 1922.12.31 

















































































秦皇島 受取所 1914 1922 
塘沽 郵便局 1901.1.11 1922.12.31 
濰県（山東） 郵便局 1914 1922.12. 11 
済南（山東） 受取所 1914 1922.12. 11 
李村（山東） 郵便局 1914.11 1922.12.11 
青 州 府 （ 山
東） 
受取所 1914 1922.12.11 
四方（山東） 郵便局 1914 1922.12.11 






























                                                        













思われる（森、2007：2）。1904 年から 1905 年までの日露戦争の後、日
本は南満地域において若干の権益を取得し、旅順、大連でのロシア租界
地が譲られ、多くの日本客郵が東北三省で設置された（李、1966：134）。 
山東省における日本客郵について、日本は 1914 年 8 月 14 日、ドイツ









































表 4.2 中国における外国秘密通信機関 

















































































































有 3274 3482 
2 1903.4.1 大治 
大治郵便受
取所 
寧波に同じ 無 56 20 
3 1907.4.23 哈爾浜 
哈爾浜郵便
局 
錦州に同じ 無 191 148 








無 17 30 























無 148 36 







有 490 144 









無 66 20 





有 20 25 










無 130 32 





秦皇島に同じ 無 21 96 









無 49 19 




錦州に同じ 無 329 132 
17 1917.11.1 農安 
長春郵便局
農安分室 
錦州に同じ 無 35 43 






無 191 148 
15 1917.12.1 通化 
撫順郵便局
通化分室 
錦州に同じ 無 45 46 
16 1917.12.11 掏鹿 
開原郵便局
掏鹿分室 

















































































































































 郵便局 出張所 郵便所 合計 
租借地 12 1 6 19 
満鉄附属地内 24 6 0 30 








































































































































局名 資格 公然/秘密 居留地内/外 
広東 二等 公然 内 
汕頭 二等 公然 内 
 厦門 二等 公然 内 
厦門水仙宮 分室 秘密 内 
福州 二等 公然 内 
上海 一等 公然 内 
上海四川路 受取所 公然 内 
鎮江 受取所 公然 内 
蘇州 二等 公然 内 
杭州 二等 公然 内 
南京 二等 公然 内 
南京下関   分室 秘密 内 
蕪湖 受取所 公然 内 
漢口 一等 公然 内 
九江 受取所 公然 内 
大冶 受取所 秘密 未開港地 
漢口居留地 出張所 公然 内 
長州 二等 公然 内 
沙市 二等 公然 内 
宣昌 出張扱 秘密 内 
北京 一等 公然 内 
天津 一等 公然 内 
紫竹林 一等 公然 内 
塘沽 一等 公然 未開港地 




欒州 公然 未開港地 
















































  1906 1912 1916 1920 1926 1927 1928 
192
9 
郵便局所 45 125 131 142 211 217 219 216 
電報局所  48 67 81 91 96 98 96 
無線電台  3 3 2 14 19 25 44 
電話局所  3 7 10 22 22 25 24 





  1906 1912 1927 1928 1929 
普通道路（マイル） 103 71 20 20 21 
 
鉄道（マイル） 
75 691 1365 1365 1368 




  1906 1927 1928 1929 
普通郵便物数 25835855 103992973 119050597 119791759 






























































































































球時報』、2011 年（1月 6日）。 
段樵等編（2002）『公有企業改革與民營』香港中文大學出版社。 
段普麗（2006）「赫德与中国近代海关制度的确立」『太原師範学院学報





   （1999）「晚清中国与万国邮联的早起交往」『中国档案』第七
期、44−45頁。 
丁日初・杜恂诚文・徐泰来(1981)「 日本明治维新与中国洋务运动」 













   （2008）「近代中国郵政人事制度探析」『重慶郵電大学学報（社
































   （2001）「近代中日比較研究総述」『近代史研究』、第４期、
266-306 頁。 
林泉（1986）「太平洋会议与各国在华客邮之撤销 1921 – 1922」『中国
近现代史论集 第 23 编』台湾商务印书馆。 
 132 
連心豪（1993）「論赫德、海关近代化与洋務運動的关系」『中国社会経
済誌研究』 第 1期、73-79 頁。 
劉亜中（1989）「試論“客郵”」『淮北煤師院学報（社会科学版）』、
























    報』、第２期、115—132頁。 
孫文 (1989)『孫文選集〈第 3巻〉』社会思想者出版社。 
台灣勞工陣線（1999）『新國有政策―台灣民營化政策總批判』商周出
版。 
王承仁主编（1994）『 中日近代化比较研究』河南人民出版社。  
王宏斌（2000）『赫德爵士伝－大清海关洋総管』 文化芸術出版社。 
      （2010）「略論中国近代郵政主権的収回」『湖南工業大学学報
（社会科学版）』、第４期、84-87 頁。 
王建国・江宏衛（2000）「略論赫德与晚清中国国家郵政」『蘇州大学学






































易偉新（2000）「略論晩清客郵」『益陽師専学報』、第 21 巻第 2期、
85-87頁。  
   （2001）「晩清湖南郵政述論」『湖南大学学报(社会科学版)』、
第１期、85-89 頁。 





賈熟村（2007）「赫德与丁汝昌」『東方論潭』、第 4 期、100-103頁。 
趙徳宇（1995）「从林则徐和渡边华山看近代转折点上的中日西洋学」



















学版）』、第 29巻第 4期、84-89 頁。 
朱蔭貴（1994）『家干预经济与中日近代化 : 招商局与三菱・日本邮船 






    （1995）「近代郵便形成過程の編成原理―運輸と通信の分
離」、『郵便史研究』、第 1 号、42－51 頁。 
五百旗頭薫（2011）『条約改正史―法権回復への展望とナショナリズ 







第 2号、18—54 ページ。 
 137 
    （2012）「近代日本を創った男、前島密④」『通信文化』、第
5号、18-54頁。 
鵜飼政志（2011）「明治黎明期におけるインフラ事業の性格再考」『社
会システム研究』第 23 号、41-69 頁。 
大島国雄（1987）『公企業の経営学』白桃書店。 
大野太幹（1992）「1920年代満鉄附属地行政と中国人社会」『現代中国























    （2009）、『知られざる前島密』郵研社。 
























    （1971）『近代交通の成立過程 上・下巻』、吉川弘文館。 
    （1977）『初代駅逓正杉浦譲伝』、日本放送出版協会。 



























    （1931）『江戸時代の交通文化』刀江書院出版社。 
    （1937）『日本交通史話』雄山閣。 







大学院現代社会研究科論集』、第 3 号、83-98頁。 
      （2013）「日中両国の近代化と郵便主権の確立―外国郵便  
局に注目して―」『郵政史研究』、第 36号、31－42頁。 
      （2014）「ロバート・ハートと近代中国郵便の発展につい
ての研究」『京都女子大学現代社会学部現代社会研究』、第 17
号、19-35頁。 
水原明窓（1984）『在中国日本郵便局上、下 (華郵集錦 : 水原コレクシ 
ョン第 2 部 3-第 2 部 4) 』日本郵趣出版。 
    （1982）『在中国アメリカ郵便局上、下 (華郵集錦 : 水原コレ 








   （2004）「清末の天津における郵便局の展開」、『歴史地理
学』、46-3（219）、21-31 ページ。 
   （2007）「在中国日本秘密郵便局の立地」、『鹿児島大学国際文
化学部論集』、第 8 号、1-15 ページ 。 








   （1983）『郵政のあゆみ 111 年』ぎょうせい。 
   （1987）『郵便博物館』ぎょうせい。 
   （2010）『近代日本郵便史―創設から確立へ―』明石書店。 
山口隆正（2000）「清朝における留日学生派遣の契機について」『留学
生教育』、第 11期、121-132頁。 
山崎善啓（2011）『明治の軍事機密文書を読む:日清・日露戦争と軍事郵
便』四国地方郵便史研究会。 
山田公平（1992）『近代日本の国民国家と地方自治』名古屋大学出版
会。 
郵政省編（1971）『郵政百年史』逓信協会。 
 142 
郵政省郵務局郵便事業史編纂室（1991）『郵便創業 120 年の歴史』ぎょ
うせい。 
劉迪(2005)「新シリーズ 中国郵便小包配送の現状と今後」『郵政研
究』、第 10期。 
渡辺隆喜（2001)『明治国家形成と地方自治』吉川弘文館。 
和田民子(2001)「中国経済発展の政治的要素」『日本大学大学院総合会
情報研究科紀要』、第 2期、117-128頁。 
  
 143 
謝 辞 
 
私が京都女子大学大学院現代社会研究科前期課程に入学してから 8年
が経過しようとしている。この間に多くの方にお世話になった。なかで
も、前期課程の指導教員だった橋本行雄教授、後期課程の指導教員だっ
た松下洋教授、そして現在の指導教員の松本充豊教授には特別にお世話
になった。記して感謝したい。 
また、京都女子大学の事務の方々のご厚意も忘れ難い。とくに、前教
務課大学院係の柏木紀子さん、査証の件で親身になって相談に乗ってく
ださった前国際交流課長の五十嵐勇さんに感謝したい。最後に、夫のオ
マルジャン・ハサンと二人の子供に感謝したい。家族の支援と理解がな
かったならば、この論文は到底書き上がらなかったであろう。 
 
